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せつ概念）とし、子どもと大人で表現の自由を享受する範囲が異なることを明らかにした。See Ginsberg v. New York, 390 





同志社法学 53巻 1号 43-49頁（2001年）参照。See John H. Garvey, Freedom and Choice in Constitutional Law, 94 HARV. L. 
REV. 1756, 1768-69 (1981). 
3 公職選挙法等の一部を改正する法律が平成 28年 6月 19日公布、同日施行された。 
4 ハーグレイブスは、この根拠として、子どもは学校で民主社会の理論と実践を学ぶこと、トマス I. エマーソンの提
示する表現の自由の４つの機能（個人の自己実現、真理への到達、政策決定への参加、社会の安全弁）は生徒にも妥当
するという 2点を挙げる。See Megan D. Hargraves, Constitutional Law-First Amendment & Freedom of Speech-Students May Be 
Regarded as Closed-Circuit Recipients of the State’s Anti Drug Message: The Supreme Court Creates a New Exception to the Tinker 
Student Speech Standard Morse v. Frederick, 127 S. Ct. 2618 (2007), 30 UALR L. REV. 565, 594-95 (2007-2008) (citing Thomas I. 








































                                                                        
9 See Jessica P. Meredith, Combating cyberbullying: Emphasizing Education over Criminalization, 63 FED. COMM. L. J. 311 (2010). 
10 2017年 3月 14日に文部科学大臣から出された方針には、インターネット上のいじめに対する学校及び教育委員会の
限界を明示せずに、それへの措置に当たり「必要に応じて法務局又は地方法務局」及び「所轄警察署」に協力、援助を




高校生が自殺した。これに対し両親が設置者に国家賠償法 1条 1項に基づき損害賠償を請求した事件（札幌地判平成 25
年 2月 15日 LEX/DB文献番号 25500605）、文集を生徒に無断で修正したことが争われた事件（大阪地判平成 13年 7月２
５日 LEX/DB文献番号 28070970）がある。他方、アメリカでは、生徒の表現の自由が明確に認められたリーディング・ケ
ースとして後述する、1969 年のティンカー事件判決以降 600件以上裁判が生じている。福岡久美子「サイバースペース
における生徒の表現の自由」同志社女子大学総合文化研究所紀要第 31巻 16頁、25頁（2014 年）（citing Aaron J. Hersh, 
Rehabilitating Tinker: A Modest Proposal to Protect Public-school Students’ First Amendment Free Expression Rights in the Digital 
Age, 98 IOWA L. REV., 1309, 1326 (2013).）参照。   
12 アメリカでは、本稿の問題を修正第 1条及び修正第 14条の憲法問題として裁判所は扱っているが、宍戸常寿は、日本
ではエホバの証人剣道実技拒否事件（最二小判平成 8年 3月 8日民集 50巻 3号 469頁）のように「人権条項なき憲法訴
訟」として行政裁量の踰越・濫用の枠組みで事案を処理した判例の傾向を指摘し、ドイツ由来の裁量論とアメリカ由来
































                                                                        
13 マーサ・M.マッカーシー／ネルダ・H.キャンプロン＝マカベ（平原春好・青木宏冶訳）『アメリカ教育法――教師と生




所は干渉しないし、することはできない」と述べた。See Epperson v. Arkan., 393 U.S.97,104(1968).  
14 カリキュラムを規定することに関しては、メイヤー事件判決などがある。See e.g., Meyer v. Nebraska, 262 U.S. 390, 402 
(1923); Pierce v. Society of Sisters, 268 U.S. 510, 534 (1925). 
15 マッカーシー・キャブロン＝マカベ・前掲注（13）32頁参照。 



































                                                                        
17 東京地裁は、私立大学における学生の懲戒処分も、公立大学と同様学校教育法に基づく公法上の特別権力関係による





































                                                                        
21 最三小判昭和 52年 3月 15日民集 31巻 2号 234頁。 




24 佐藤幸治『憲法（第 3版）』（青林書院、1995年）303～306頁、芦部信喜（高橋和之補訂）『憲法（第 6版）』（岩波書
店、2015年）345～46頁参照。 
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46 すべての州において、行政上の不服申立てにより救済が得られない場合に訴訟を提起できる制度となっているが、ロ
ドリゲス事件判決は、永年争われてきた教育政策上の難しい紛争については、「特別な知識と経験を欠く」ことを理由に
「州及び地方レベルで熟慮された判断」に介入することを否定した。See San Antonio Indep. Sch. Dist. v. Rodriguez, 411 U.S. 
1, 42 (1973). なお、マッカーシー・キャブロン＝マカベ・前掲注 28頁参照。 
47 See Barnett, 319 U.S. at 637. 蟻川恒正は、バーネット事件判決がティンカー事件判決における象徴的表現についての先
例となったと論じる。蟻川恒正『憲法的思惟』（創文社、1994年）31頁参照。 
48 See Burnside v. Byars, 363 F. 2d 744, 748 (1966). 
49 Tinker, 393 U.S. 503(1969) . 
50 Tinker v. Des Moines Indep. Cmty. Sch. Dist., 258 F.Supp.971 (1966). 
51 Tinker v. Des Moines Indep. Cmty. Sch. Dist., 383 F.2d 988 (1967). 
52 See Tinker v. Des Moines Indep. Cmty. Sch. Dist., 390 U.S. 942 (1968). 
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65 Pico v. Bd. of Educ., 474 F. Supp. 387 (E.D.N.Y. 1979). 
66 Pico v. Bd. of Educ., 8F. 2d. 404 (2d Cir. 1980). 
67 Bd. of Educ. v. Pico, 454 U.S. 891 (1981). なお、連邦最高裁が、差戻し審の判断を待たずに裁量上告を認めた理由は触
れられていない。 
68 Pico, 457 U.S. at 861-63 (plurality opinion).  
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91 Kuhlmeier, 484 U.S. at 276. 
92 法廷意見は、この事件を「編集」の問題ととらえている。Id. at 262, 266-67. 
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Civility, and Student Expression, 69 ST. JOHN’S L. REV. 365, 366 (1995); Hargraves, supra note 4, at 565, 594-95; Erwin Chemerinsky, 





























                                                                        
116 連邦最高裁はティンカー事件判決から不幸な撤退を続けていると評される。See Supreme court, 1987 Term, 102 HARV. L. 
REV. 143, 276 (1988). なお、チェメリンスキーは、ティンカー事件判決が示した言論保護モデルの 3点（生徒の表現の自
由の保障の重視、学校の処罰の正当化に実質的混乱の証明の要請、生徒の表現の自由を擁護する裁判所の役割の肯定）
が、フレイザー事件及びヘイゼルウッド事件判決では欠け、裁判上の差異モデルに変わって、ブラック裁判官のアプロ
ーチが採用されていると指摘する。See Chemerinsky, id. at 527, 542-43. 世取山洋介は、これらの判決には教育観の違いが
判決の背景にあると分析する。世取山・前掲注（43）125頁参照。See Chemerinsky, id. at 542-43.また、青野篤は価値の教
え込みの視点から分析を行っている。青野篤「アメリカ公教育における価値の教え込みと生徒の修正一条の権利（一）
（二・完）」大阪市立大学法学雑誌 51 巻 1 号 22頁、51巻 2号 135 頁（2004 年）参照。なお、判例を広く紹介している
ものに、松井茂記『外国法入門双書 アメリカ憲法入門 第 7版』（有斐閣、2012年）225頁がある。 
117 モース事件判決を受けて生徒の表現の自由の法理を明確化するための具体的枠組みを検討する研究が行われている。
See e.g., Erwin Chemerinsky, Teaching that Speech Matters: A Framework for Analyzing Speech Issues in Schools, 42 U.C. DAVIS L. 
REV. 825 (2008-2009); Melinda Cupps Dickler, The Morse Quartet: Student Speech, and the First Amendment, 53 LOY. L. REV. 355
（2007）.  
118 Id. . See also Chemerinsky, supra note 115, at 527. 
119 Tinker, 393 U.S. at 507. 
120 Id. at 513.ロバーツ裁判官は、生徒の教育課程外における個人的政治的な表現に対する学校の制約に対する実質的混



































                                                                        
121 Tinker, id. at 507.なお、デンノは、ティンカー事件判決の法廷意見を子どもに市民的な権利の主体性を認め、子ども自
身が市民的な権利を主張することを承認したと評している。See Theodore F. Denno, Mary Beth Tinker Takes the Constitution 
to School, 38 FORDHAM L. REV. 35, 35-36 (1969). 
122 Fraser, 478 U.S. at 687-90 (Brennan, J., concurring) . 
123 Kuhlmeier , 484 U.S. at 277-91(Brennan, J., dissenting). 
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164 See Fraser, 478 U.S. at 680-81, 685-86. 
165 公立学校の生徒の人権は「異なる環境」で大人と同じ範囲で保障されるわけではないと、異なる表現を使用するが、
実質的に同じ意味と考えられる。See Fraser, id. at 682. 
166 See e.g., Yudof, supra note 115 at 372-77; Hargraves, supra note 4 at 594-95; Chemerinsky, supra note 115 at 527.このような
理解に対して、田中佑佳は、フレイザー事件判決、ヘイゼルウッド事件判決の示した判例法理が不明瞭であるため、下
級審で一貫性のない判断を招いていると指摘する。田中佑佳「アメリカ公立学校における生徒表現の自由（一）－
Morse v. Frederic 判決の分析を中心に―」阪大法学 62巻 6号（2013年）179、189～90頁参照。 



































                                                                        
168 See Morse, 551 U.S. at 421-22 (Thomas, J., concurring). 
169 See Pico, id. at 863-66 (plurality opinion); Fraser, id. at 680; Kuhlmeier, id. at 266; Morse, id. at 406.   
170 田中（佑）・前掲注（166）189～90頁参照。See Chemerinsky, supra note 115 at 542-45. 





学校内・外の表現規制」東洋法学 57巻 1号（2013年）1, 17頁参照、樋口範雄『アメリカ憲法 アメリカ法ベーシック
ス 10』（弘文堂、2011年）410～13頁参照。 
172 マッカーシー・キャブロン＝マカベ・前掲注参照。 
173 前掲注 70～71頁参照。 































                                                                        
175 前掲注 75頁参照。 
176 前掲注 80～81頁参照。 
177 前掲注 32頁。また、兼子仁『教育法（新版）』有斐閣、昭和 53年、195～272頁参照。 
178 See Tinker, 393 U.S. at 506. 
179 ティンカー事件判決では、その内容を明示せず生徒の言論を優先する判決が下されたが、その後の連邦最高裁の判決
では、生徒の言論の制約を正当化する方向で使用されている。また、教育観についても多数意見と反対意見の間で対立
が見られる。See Tinker, id. at 514-26. 




例時報 1579号 178頁参照。 
182 See Pico, 457 U.S. at 868-69 (plurality opinion).. 

































                                                                        
184 Morse, 551 U.S. at 408.なお、田中（佑）・前掲注（166）参照。 
185 See Tinker, id. at 512-13. 
186 See Fraser id., at 685. 
187 16歳以下が含まれない日本の高校三年生に相当する学年団集会を除く。 
188 See Fraser, id. at 681, 684.  
189 See Morse, id. at 408. 
190 See Fraser, id. at 688 (Brennan J., concurring). 
191 See Pico, 457 U.S. at 868-69 (plurality opinion).. 
192 See Fraser, id. at 690 (Marshall J., dissenting), 691 (Stevens J., dissenting). 
193 See Tinker, id. at 514-15 (Stewart, J., concurring). 




































                                                                        
諸権利を認めることを適切ならしめている」と評価する。角替晃「学校図書館の図書排除と第 1修正の権利 Board of 
Education, Island Trees Union Free School District No.26 v. Pico, 457 U.S. 853 (1982). 」憲法訴訟研究会芦部信喜編『アメリ
カ憲法判例』（有斐閣、1998年）100、106頁参照。 
196 Fraser, 478 U.S. at 682-83. 
197 「学校設定」（school setting）は、教師と生徒の特別な関係によって識別される、学校が設定した生徒の活動範囲を意
味する。T.L.O事件判決においてパウェル裁判官は同意意見において、「教師と生徒の特別関係は、生徒が活動する範囲
の設定を識別する」と述べる。See N.J. v. T.L.O., 469 U.S. 325, 349 (1985) (Powell, J., concurring). 
































                                                                        
199 See Kuhlmeier, 484 U.S. at 283-84 (Brennan, J., dissenting).法廷意見（ホワイト裁判官執筆）は、本文中「検閲」が使用
されている部分があるが、冒頭で「編集」の範囲の問題と述べている。See Kuhlmeier, id. at 262. 
200 ブレナン裁判官は、生徒に学ぶことを保障するために企図された教育活動を教師に保障するのが、ティンカー基準の
本質であると述べる。さらに、教育課程で活動中の生徒表現は実質的混乱を引き起こすが、教育課程外の生徒表現はそ
うではないので、検閲できないとする。See Kuhlmeier, id. at 283-85 (Brennan, J., dissenting). 
201 Fraser, id. at 680. 
202 Kuhlmeier, id. at 271. 
203 Id. at 266-67. 
204 Id. at 272-73. 






























                                                                        
206 アメリカにおいては教育の管轄が州にあること、教育委員が公選であることから日本より教育委員会の独立性が高い。
「学校共同体」と呼ばれたりする。See Keyishian v. Board of Regents, 385 U.S. 589, 603(1967).日本における伝統的な特別権
力関係は、①包括的支配、➁権利、自由を法律の根拠なく制約できること、③原則として司法審査が排除されることを
特徴とする。芦部信喜『憲法学Ⅱ人権総論』（有斐閣、1994年）246～250頁参照。 
207 See Tinker, 393 U.S. at 526 (Harlan, J., dissenting). 
208 田中耕太郎は、社会の多元性を根拠にその社会内の法規範を説いている。田中耕太郎『法律学概論』（学生社、1953
年）20～23頁参照。また、最高裁は、大学の単位認定の事案において一般市民法秩序と直接の関係を有しない内部問題
にとどまる場合は司法審査の対象としないと述べた。最三小判昭和 52年 3月 15日民集 31巻 2号 234頁参照。なお、ユ
ドフは「ブラック裁判官の見解では、学校は、州によって設置され（た）・・・、部分社会（limited community）である」
と評価している。Yudof, supra note 115 at 368. 
209 ユドフは、ティンカー事件以降の判決はハーラン裁判官の見解に接近していると評価している。See Yudof, supra note 
115 at 366.他方、チェメリンスキーは、フレイザー事件判決以降はブラック裁判官のアプローチが採用されていると評価































                                                                        
210 See Tinker, 393 U.S. at 506. 
211 See id. at 507.  
212 Id., at 506. 













































                                                                        
215 カルバートは、学校当局が検察官、裁判官及び陪審員を同時に兼ねると批判する。トマス事件判決も特定の言葉を規
制する時は、公平な独立判断者による最終的な判断によるべきことを指摘する。See Clay Calvert, Off-Campus Speech, On-
Campus Punishment: Censorship of the Emerging Internet Underground, 7 B. U. J. SCI & TECH. L. 243 ,276 (2001); see also Thomas, 
607 F. 2d. at 1048. 
216 Kuhlmeier, 484 U.S. at 266-67. 



































                                                                        
218 Morse, 551 U.S. at 408-10. 
219 See Pico, 457 U.S. at 866. 
220 大林啓吾は、ティンカー事件判決によって教育上の正当な理由がなければ表現の自由を制約することはできないとし
た点を前提にして、ピコ事件判決における動機審査によって違憲とする可能性が出てきたことを指摘する。大林啓吾「学
校図書館の除籍と表現の自由――The Story of Board of Education, Island of Trees Union Free School District No. 26 v. Pico, 457 






































                                                                        
222 See Morse, id. at 423 (Alito J., concurring). なお、青野篤は、モース判決のこの問題に対する意義を評価したうえで、同
判決が政治的・宗教的言論への影響を懸念しているため、その懸念が生じない場合は、依然フレイザー事件判決を適用
のできるかは不明確であると指摘している。青野篤「違法薬物使用の唱道と生徒の表現の自由――The Story of Morse v. 





































                                                                        
223 ウォルドマンは、ティンカー基準の根底に他の生徒の保護及び全体としての教育環境の保護の２つの保護原理がある
ことを指摘する。また、フレイザー事件判決及びヘイゼルウッド事件判決で生徒の表現を規制する第 2 の原理として教
育原理が導入されたと述べる。See Emily Gold Waldman, Badmouthing Authority: Hostile Speech About School Official and the 
Limits of School Restrictions, 19 WM. & MARY BILL RTS. J., 1, 5 (2010). 































                                                                        
225 See Fraser, 478 U.S. at 863. 
226 坂田仰は、生徒表現の制約根拠を「個々の生徒が有する自由相互の調整を図ることを目的」とするものと、「教育と
いう積極的な目的」の 2 つに区分する。坂田仰「公立学校における生徒の自由と生徒規則――アメリカにおける裁判例






Morse, id. at 424-25 (Alito, J., concurring). 
228 藤井・前掲注（214）参照。 
229 前掲注参照。 





































                                                                        





































                                                                        
232 ブレナン裁判官は、フレイザー事件及びヘイゼルウッド事件を学校の裁量権と修正第 1 条の調整場面と捉えている。
See Fraser, id. at 689 (Brennan, J., concurring)；Kuhlmeier , id. at 283-84, 288(Brennan, J., dissenting). 
233 See Morse, 551 U.S. at 424-25 (Alito, J., concurring). 









































































                                                                        
235 Lavine v. Blaine Sch. Dist., 257 F.3d 981 (2000), denied 279F.3d 719 (2002), certiorari denied by 536 U.S. 959 (2002).   
236 Thomas v. Bd. of Educ., 607 F. 2d. 1043 (2nd Cir. 1979). 
237 See e.g., J.C. v. Beverly Hills Unified Sch. Dist., 711 F. Supp. 2d 1094 (C.D. Cal. 2010); J.S. v. Bethlehem Area Sch. Dist., 569 
Pa. 638, 807 A.2d 847 (Pa. 2002). 
238 Lavine, id. 





































                                                                        
240 Lavine v. Blaine Sch. Dist., 279 F.3d 719 (9th Cir. Wash. 2002).  
241 Lavine. 257 F.3d at 988. 



































                                                                        
243 ラビン事件は、モース事件判決以前の判決であるため、４判決のうちモース事件以外の適用関係が検討された。 
244 控訴、上告が行われたが、地方裁判決が維持された。See Lavine v. Blaine Sch. Dist., 257 F.3d 981 (2000), denied 279F.3d 
719 (2002), certiorari denied by 536 U.S. 959 (2002). 



































                                                                        
246 Thomas, 607 F. 2d. at 1044. 
247 Id. . 
248 Id. . 
249 Id. at 1045-46. 



























 そこで、組織のニーズと個々の権利の調整において、アイズナー事件 Eisner v. Stamford 








                                                                        
251 Id. at 1047-48. 
252 Id. at 1048. 
253 Id. at 1048-49. 

































                                                                        
255 Id. at 1049-50. 
256 Id. at 1050. 
257 Id. . 
258 J.C. v. Beverly Hills Unified Sch. Dist., 711 F. Supp. 2d 1094 (C.D. Cal. 2010). 
259 J.S. v. Bethlehem Area Sch. Dist., 569 Pa. 638, 807 A.2d 847 (Pa. 2002). 
260 ロリラードは、この判決以降１２年間同判決の流れを作ってきていると評価している。See Christine Metteer, When 
Children`s Rights "Collide": Free Speech vs. the Right to Be Let Alone in the Context of Off-Campus "Cyber-Bullying", 81 MISS. L.J. 
189, 225 (2011).  
261 宮原・前掲注(171)32～34頁参照。また、カルボス等は、J.C.事件判決を学校外に発信源を持つ生徒表現の問題に対
処した判決を徹底的に分析したと評価している。See Raul R. Calvoz , Bradley W. Davis and Mark A. Gooden, Constitutional 
Implications Of School Punishment For Cyber Bullying, CARDOZO L. REV. De Novo 104, 107 (2014) n.11. 




































                                                                        
263 Id. at 644-45. 
264 Id. at 645-47. 






































                                                                        
266 Id. at 647-48. 
267 Id. at 652. 
268 Id. at 650-51. 
48 
 
































                                                                        
269 Id. at 654-56. 
270 Id. at 657-59. 
271 ベツレヘム事件判決は、ティンカー事件判決を表面上踏襲しているように引用しているが、敢えてティンカー事件
判決で使用されていない「学校設定（school setting）」を加えて引用している。 





































                                                                        
274 Id. at 662. 
275 Id. at 662-65. 
276 Id. at 665-66. 
277 ベツレヘム事件判決は、傍論においてトマス事件判決を参考に、もしティンカー事件判決の要件に該当するならば、
純粋な学外表現であっても学区の規制又は懲戒の対象とすることができると判示することを、「入口の問題」を条件とし




















 ① ティンカー事件判決に焦点当てたもの（ビュージンク事件判決 Beussink v. Woodland 
R-IV Sch. Dist., 30 F. Supp. 2d 1175 (E.D. Mo. 1998)、エメット事件判決 Emmett v. Kent Sch. 
Dist. No. 415, 92 F. Supp. 2d 1088 (W.D. Wash. 2000)、キリオン事件判決 Killion v. Franklin 
Reg’l Sch. Dist., 136 F. Supp. 2d 446 (W. D. Pa. 2001)） 
 ② コミュニケーションが学校環境の実質的混乱に帰着したかに焦点を当て、その判断
にティンカー事件判決を利用するもの（ザクセ事件判決 Saxe v. State Coll. Area Sch. Dist., 
240 F.3d 200, 216 (3d Cir. 2001)、パイル事件判決 Pyle v. South Hadley Sch. Comm., 861 F. 
Supp. 157 (D. Mass. 1994)） 
 ③ フレイザー事件判決のみに焦点を当てたもの（ボロフ事件判決 Boroff v. Van Wert City 
Bd. of Educ., 220 F.3d 465 (6th Cir. 2000)） 
 ④ 生徒表現の連邦最高裁判決を併用して適用するもの（デンノ事件判決 Denno v. Sch. 
Bd. of Volusia Cnty., Fla., 218 F.3d 1267 (11th Cir. 2000)、チャンドラー事件判決 Chandler v. 





                                                                        
278 ベツレヘム事件判決は、注において、学校のキャンパス内から自由にアクセスできる方法で、学校を目標とした資料
を送信する場合、関係する全体の状況により、第三者による現実のアクセスが起こりうるので、発信者は学内表現に関






































                                                                        
279 Bethlehem, 569 Pa. at 671-73. 















「傷心」しているので教室に行きたくないと相談した。ハートが 20 分から 25 分間彼女を
説得して授業に出席させたので、彼女は 1 コマの授業に遅刻しただけであった282。その後、
学校管理者は、J.C.が撮影した R.S.等及び J.C.からそのビデオについて聞き取り調査をし















                                                                        
281 J.C., 711 F. Supp. 2d at 1094, 1097-98 .  
282 Id. . 
283 下品な言葉で C.C.の陰口を言った R.S.等の女生徒たちは、学校から懲戒されなかった。Id. . 
284 Id. at 1097. 
285 Id. . 


































                                                                        
287 J.C., id. at 1103. 
288 Id. at 1107. 






認定した。See Doninger v. Niehoff, 527 F.3d 41 (2d. Cir. 2008). 
291 J.C., id. . 
292 Id. at 1119. 
293 Id. at 1120. 
294 Harper v. Poway Unified School District, 549 U.S. 1262, 127 S. Ct. 1484, 167 L. Ed. 2d 225 (2007). 
295 J.C., id. at 1123. 
296 Id. at 1102-03. 
297 前掲注（361）参照。 





























                                                                        





カー事件判決を適用した。J.C., id., at 1104 (citing Wisniewski, id. at 36). 
301 J.C., 711 F. Supp. 2d at 1105 (citing Doninger v. Niehoff, 527 F.3d 41, 50-52 (2d. Cir. 2008)). 
302 Id. (citing Bethlehem, 807 A.2d 847, 864 (Pa. 2002)). 
303 Id. (citing Bethlehem, id. at 865). 




at 1106-07 (citing Porter v. Parish Sch. Bd., 393 F.3d 608 (5th Cir. 2004)).  
306 Id. at 1106 (citing Thomas, 607 F. 2d. at 1050 n.13). 
307 Id. (citing Thomas, id. at 1050). 
308 Id. (citing Thomas, id.). 
309 Id. at 1106-07 (citing Porter, id. at 615). 




























                                                                        
311 例えば、ベツレヘム事件は「ティンカー事件判決の対象となる学校内の言論か、又は「修正第 1条の保護がいくらか
厳格なレベルの対象とおそらくなる」純粋な学校外の言論であるかを裁判所が最初に決定しなければならないと指摘す
る。See Bethlehem, 807 A.2d at 864.また、ブルーマウンテン学区事件判決の同意意見においてスミス裁判官は、「学校外
の言論は、それが持ち込まれると予想されるだけで学校内の言論に変わったりしない」と述べる。See J.S. v. Blue Mountain 
Sch. Dist., 650 F.3d 915, 939-40 (3rd Cir. 2011)(Smith. J., concurring). 
312 ロリラードは、学内「遠隔表現」（on-campus ”telepresence”）と呼ぶ。See Lorillard, supra note 260 at 189, 196 n.35 (citing 
Kenneth R. Pike, Locating the Mislaid Gate: Revitalizing Tinker by Repairing Judicial Over generalizations of Technologically 




る法律構成にすぎない」と批判する。See J. P. Markey, Enough Tinkering with Students’ Rights, 36 CAP. U. L. REV. 129, 149 
(2007). 
314 J.C., 711 F. Supp. 2d at 1103.   








































                                                                        
317 J.C., id. at 1115. 
318 Id. at 1122. 
319 Harper, 549 U.S. 1262, 127 S. Ct. 1484, 167 L. Ed. 2d 225.  
320 J.C., id. at 1123. 
321 Id. at 1108. 



































                                                                        
323 Id. . 
324 Id. at 1117. 
325 Id. at 1119-20. 
326 Id. at 1122. 
327 Id. at 1123. 

































                                                                        
329 Bethlehem, 807 A.2d at 665-66. 
330 カルバートは、公立学校と私立学校の区分をさらに先に論じる必要性を指摘している。本稿は、公立学校に限定し
て論じる。See Calvert, supra note 215 at 262-64. 
331 J.C., 711 F. Supp. 2d , at 1103 (citing Shanley v. Northeast Independent Sch. Dist., 462 F.2d 960, 970-71 (5th Cir. 1972); Boucher 
v. Sch. Bd. of Sch. Dist. of Greenfield, 134 F.3d 821, 827-28 (7th Cir. 1998); Killion v. Franklin Reg'l Sch. Dist., 136 F. Supp. 2d 446, 
455 (W.D. Pa. 2001); Emmett v. Kent Sch. Dist. No. 415, 92 F. Supp. 2d 1088, 1090 (W.D. Wash. 2000); Beussink v. Woodland R-IV 
Sch. Dist., 30 F. Supp. 2d 1175, 1180 (E.D. Mo. 1998); O.Z. v. Board of Trustees of Long Beach Unified Sch. Dist., No. CV 08-5671 
ODW, 2008 U.S. Dist. LEXIS 110409, 2008 WL 4396895,(C.D. Cal., Sept. 9, 2008); Pangle v. Bend-Lapine Sch. Dist., 169 Ore. App. 




























                                                                        
332 J.C. , 711 F. Supp. 2d 1094. 
333 Bethlehem, id. at 638. 
334 ロリラードは、この判決以降１２年間「入口の問題」の流れを作ってきていると評価している。See Lorillard, supra 
note 260 at 225. 






制をめぐる憲法問題――アメリカの判例・学説の一考察――」阪大法学 64巻１号（2014 年）157, 175頁。福岡・前掲
注(11)28頁参照。See Calvert, supra note 215 at 285.表現者の主観を重視する見解は、マーキー(意図的又は未必的な表現
の配信)がいる。See Markey, supra note 313 at 150.表現内容を重視する見解は、宮原均（内容が、教職員・生徒等に関わる
もの）及びサーバンス（表現と学校のキャパスとの間の関係を否定的な「衝撃の分析」によって行う）がいる。宮原・
前掲注（171） 23頁参照。See Renee L. Servance, Cyberbullying, Cyber-Harassment, and The Conflict Between Schools and the 
First Amendment, WIS. L. REV. 1213, 1239 （(2003)。その他、多元的に分析するキング（多元的な要素（作成場所又は使用
資源、閲覧場所、学校内でその話題を議論した生徒数、学校がとった手段、学校の対応の適切さ）により評価する）が
いる。See Virginia King, Constitutionality of Cyberbullying Laws: Keeping the Online Playground Safe for Both Teens and Free 




































                                                                        
338 See King, supra note 290 at 845. 
339 See Blue Mountain, 650 F.3d at 939-40(Smith. J., concurring). 
340 Bethlehem, id. at 668. 
341 Id. at 666. 
342 実際、ベツレヘム事件は、J.S.本人が学校内でウェブサイトにアクセスして友人に見せており、「到達」の該当性を
判断する際に、第三者の関与を考慮する必要がなかった。See Bethlehem, id. at 668. 





































                                                                        
344 マーキーは、トマス事件判決及びエメット事件から「生徒が（1）校門の中で言論を配信する目的を持つ、又は（2）
生徒の行為が言論で校門の内側を妨害する原因となることを実質的な確実性まで知っている時に、意図的な言論の配信」





































                                                                        
345 米沢広一は、子どもと生徒の人権の制約の構造を示すが、学校内における人権の制約に言及するのみで、学校外に発
信源を有する生徒表現については言及していない。米沢・前掲注（36）『憲法と教育一五講〔第 3 版〕』32～33 頁参照。 





































                                                                        
347 See Thomas, 607 F. 2d. at 1045, 1051 n.14. 











































































内の表現」に適用し、「学外の表現」は生徒を市民と同じに扱うべきとする。See Markey, supra note 313 at 150; Calvert, supra 
note 215 at 285- 86. 
352 ベツレヘム事件判決もこの方向性である。学説では、例えば、サーバンスは、学校が効果的な対話のモデルを創出で
きるので、表現の自由と他者から干渉されない権利との間の調整するための裁量を学校に広く認めるべきとする。See e.g., 
Servance, supra note 337 at 1244. See also Thomas Wheeler, Facebook Fatalities: Students, Social Networking, and the First 

































                                                                        
353 See Bethlehem, id. at 668-69. 
354 See id. at 671-73. 
355 Id. at 671-72. 
356 Id. at 651. 
357 ホイーラーは、学校内の言論には「モース事件判決及びフレイザー事件判決が適用され、混乱に関係なく、学校は教
育的使命と相いれない表現を規制することができる」、とフレイザー／モース枠組みを紹介する。See Wheeler, supra note 
352 at 214-15. 
358 Id. at 669. 
359 Id. at 671-72. なお、ベツレヘム事件判決は、J.C.事件判決が引用しなかったフレイザー事件判決のみに焦点を当てた
































第八節  実質的混乱のテストと「他人の権利」侵害のテスト 
前節は、4判決を重複して適用可能かを検討した。ティンカー基準中には、「実質的混乱の
                                                                        
両方を適用した判決 Denno v. School Board of Volusia County, Florida, 218 F.3d 1267 (11th Cir. 2000)、3つの連邦最高裁生徒
表現判例を適用した判決 Chandler v. McMinnville School District, 978 F.2d 524 (9th Cir. 1992)を引用している。See Bethlehem, 
id. at 671-72. 
360 また、ティンカー事件判決の紹介においても、「以前から、憲法の基本的な人権保障の条項と矛盾しない範囲で、学

































                                                                        





表現の閲覧を強制していないため、「囚われの聴衆」は認定できないと思われる。 See Morse, 551 U.S. at 424-25 (Alito, J., 
concurring). 
365 ラベル事件判決は、生徒が脅迫を実行してしまうと合理的に信じる理由が本当にあり、それゆえ真の脅威であり、修




See Morse, id. at 424-25 (Alito, J., concurring). 
367 ロリラードは、「他人の権利」の基準の「他人の権利」には放っておかれる権利としてのプライバシーを含めて解釈
し、ネットいじめのような個人攻撃の事例に「他人の権利」侵害の基準を活用することを提言する。 See Lorillard, supra 







































決もある。See Wyner v. Douglas County Sch. Dist., 728 F.3d 1062 (2013). 
369 日本における議論であるが、中富公一はいじめの本質を人格に対する攻撃であるとしている。中富公一『自信をもっ







































                                                                        
371 See Doninger, 527 F.3d 41 (2d. Cir. 2008). 
372 富山大学単位不認定等違法確認請求事件判決(最三小判昭和 52年 3月 15日民集 31巻 2号 234頁)、最大判昭和 35




































                                                                        
374 前掲注参照。 
375 内野・前掲注（35）206、213頁参照 
376 昭和女子大事件・最三小判昭和 49年 7月 19日民集 28巻 5号 7901頁参照。 
377 室井・前掲注（18）『特別権力関係論』400～02頁参照。 
378 最大判昭和 35年 10月 19日民集 14巻 12号 2633頁、昭和 35年 3月 15日民集 31巻 2号 236参照。 





































                                                                        
380 最二小判平成 8年 3月 8日民集 50巻 3号 469頁。 
381 山本・前掲注（144）15頁参照。 
382 最二小判平成 8年 3月 8日民集 50巻 3号 469頁。 








































385 See Supreme court, supra note 116 at 276. 
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拠を特定し、その裁量権の行使の事案に即した判断枠組み及び審査基準を選択し、違憲判断
が行われている。以上から、ティンカー事件判決の後の連邦最高裁判決も、異なる領域にお
ける学校当局の裁量権行使に対して、生徒の表現の自由と学校当局との裁量権の調整をさ
らに精緻に進めていると評価できる。 
さらに、生徒のインターネット表現への学校裁量への憲法的統制については、一般公共空
間における基準が適用されるべきか、あるいは 4判決を選択、適用するべきかの問題を先に
論じる必要がある。そのため、「入口の問題」を付加した形態で「学校の指導監督に対する
憲法的裁量統制の法理」が今後形成されていくであろう。そして、従来の当該法理との連結
点では「学校環境の特性」及び「学校設定の場の特性」の生徒の人権の各制約原理が生徒表
現と学校コミュニティとを結びつける機能を果たすことになる。 
この「学校の指導監督に対する憲法的裁量統制の法理」は、学校における特殊な法律関係
という共通項を基礎とするため日本への導入の可能性があると考えている。しかし、日本と
アメリカとでは、州に教育に関する管轄権があるアメリカと地方教育委員会に管轄権があ
る日本とでは、それが司法判断に与える影響の点でも大きく異なっている。すなわち、アメ
リカでは、連邦管轄とするために憲法問題として捉える方向の力が作用する。そのため、学
校当局の裁量権の「踰越」「濫用」の判断が、修正第 1条への適合性とリンクされて行われ
ていた。他方、日本では、学校当局の裁量権の「踰越」「濫用」の行政法上の問題ととらえ
る方向の力が作用すると考えられる。そのため、さらに法令及び判例との整合性を検証する
ことを行う必要がある。これは、今後の課題と考えている。また、本稿では、アメリカにお
ける生徒の人権が連邦最高裁で認められたリーディング・ケースと評価されているティン
カー事件を分水嶺とみたため、それ以降の判例法理のみを述べた。しかし、それまでの判決
においても学校裁量に対する司法判断は行われており、学校裁量の憲法的裁量統制の法理
の形成過程及び諸学説の状況を解明する必要もある。これも今後の課題でと考えている。 
また、インターネット上の生徒表現については、連邦最高裁判例を適用するための前提条
件として「入口の問題」を考慮する判断枠組みは、日本においても参考になるものと考える。
この問題については、未だ連邦最高裁が指針を示していないので、さらなる「学校環境の特
性」及び「学校設定の特性」の具体化とそれに対する判断基準が示されるかを注視していく
つもりである。 
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